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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バックプレーン（１０２）と、
　該バックプレーン（１０２）に隣接して配置された電気光学材料層（１１２）であって
、該電気光学材料層（１１２）は、該電気光学材料層（１１２）の縁を越えて延在する該
バックプレーン（１０２）の外周部が存在するように、幅および長さが該バックプレーン
（１０２）よりも小さく、該電気光学材料層（１１２）は、液体内に配置され、電場の影
響下、該液体中を移動可能な複数の帯電した粒子を含む電気泳動材料を備える、電気光学
材料層（１１２）と、
　該バックプレーン（１０２）からは該電気光学材料層（１１２）の反対側に配置された
保護層（１１８）と
　を備え、該保護層（１１８）の外周部は、該電気光学材料層（１１２）の該縁を越えて
延在し、該バックプレーン（１０２）の該外周部に接着固定され、該バックプレーン（１
０２）は、該電気光学材料層（１１２）に隣接する第１のバリアコーティング（１０８）
と、該第１のバリアコーティング（１０８）からは該バックプレーン（１０２）の反対側
にある第２のバリアコーティング（１０６）とを備え、該第１のバリアコーティング（１
０８）は、４０℃で０．０５ｇ／ｍ２／日を超えない水蒸気透過率を有し、該第１のバリ
アコーティング（１０８）は、該バックプレーン（１０２）の該電気光学材料層（１１２
）に隣接する側の表面を覆い、該表面は、該保護層（１１８）が該バックプレーン（１０
２）に接着固定されている該バックプレーン（１０２）の該外周部と、該バックプレーン
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（１０２）の該外周部内の部分とを含むことを特徴とする、電気光学表示素子（１００）
。
【請求項２】
　前記バックプレーン（１０２）と前記保護層（１１８）の両方は、可撓性高分子膜から
形成される、請求項１に記載の電気光学表示素子。
【請求項３】
　前記バックプレーン（１０２）は、高分子膜上に印刷された有機トランジスタを備える
、請求項２に記載の電気光学表示素子。
【請求項４】
　前記保護層（１１８）を前記バックプレーン（１０２）に固定するために使用される接
着剤は、４０℃で５０ｇ／ｍ２／日を超えない水蒸気透過率を有する、請求項１に記載の
電気光学表示素子。
【請求項５】
　前記保護層（１１８）を前記バックプレーン（１０２）に固定するために使用される接
着剤は、２５μｍ以下の厚さと、前記バックプレーン（１０２）の平面と平行な、少なく
とも１ｍｍの幅を有する、請求項１に記載の電気光学表示素子。
【請求項６】
　前記バックプレーン（１０２）からは前記電気光学材料層（１１２）の反対側に配置さ
れた光透過性前面電極（１１４）と、該電気光学材料層（１１２）からは該前面電極（１
１４）の反対側に配置された前面基板（１１６）とをさらに備え、該前面基板（１１６）
は、該前面電極（１１４）を物理的に支持し、前記保護層（１１８）は、該前面基板（１
１６）に接着固定される、請求項１に記載の電気光学表示素子。
【請求項７】
　前記帯電した粒子および前記液体は、複数のカプセルまたはマイクロセル内に閉じ込め
られる、請求項１に記載の電気光学表示素子。
【請求項８】
　前記帯電した粒子および前記液体は、高分子材料を含む連続相によって取り囲まれる複
数の離散液滴として存在する、請求項１に記載の電気光学表示素子。
【請求項９】
　請求項１に記載の表示素子を備える、電子ブックリーダ、ポータブル・コンピュータ、
タブレット・コンピュータ、携帯電話、スマートカード、標示、時計、棚ラベル、または
フラッシュドライブ。
【請求項１０】
　電気光学表示素子（１００）を封止するための方法であって、
　電気光学材料層（１１２）を提供するステップと、
　該電気光学材料層（１１２）に隣接するバックプレーン（１０２）を配置するステップ
であって、該バックプレーン（１０２）は、該電気光学材料層（１１２）の縁を越えて延
在する該バックプレーン（１０２）の外周部が存在するように、該電気光学材料層（１１
２）よりも大きく、該電気光学材料層（１１２）は、液体内に配置され、電場の影響下、
該液体中を移動可能な複数の帯電した粒子を含む電気泳動材料を備える、ステップと、
　該バックプレーン（１０２）からは該電気光学材料層（１１２）の反対側に、該電気光
学材料層（１１２）に隣接する保護層（１１８）を配置するステップと
　を包含し、該電気光学材料層（１１２）の該縁を越えて延在する該保護層（１１８）の
外周部が存在するように、該保護層（１１８）は、該電気光学材料層（１１２）よりも大
きく、該保護層（１１８）の該外周部は、該バックプレーン（１０２）の該外周部に接着
固定され、それによって、該表示素子（１００）を封止し、該バックプレーン（１０２）
は、該電気光学材料層（１１２）に隣接する第１のバリアコーティング（１０８）と、該
第１のバリアコーティング（１０８）からは該バックプレーン（１０２）の反対側にある
第２のバリアコーティング（１０６）とを備え、該第１のバリアコーティング（１０８）
は、４０℃で０．０５ｇ／ｍ２／日を超えない水蒸気透過率を有し、該第１のバリアコー
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ティング（１０８）は、該バックプレーン（１０２）の該電気光学材料層（１１２）に隣
接する側の表面を覆い、該表面は、該保護層（１１８）が該バックプレーン（１０２）に
接着固定されている該バックプレーン（１０２）の該外周部と、該バックプレーン（１０
２）の該外周部内の部分とを含むことを特徴とする、方法。
【請求項１１】
　前記バックプレーン（１０２）と前記保護層（１１８）の両方は、可撓性高分子膜から
形成される、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記保護層（１１８）を前記バックプレーン（１０２）に固定するために使用される接
着剤は、４０℃で５０ｇ／ｍ２／日を超えない水蒸気透過率を有する、請求項１０に記載
の方法。
【請求項１３】
　前記バックプレーン（１０２）からは前記電気光学材料層（１１２）の反対側に配置さ
れた光透過性前面電極（１１４）、および該電気光学材料層（１１２）からは該前面電極
（１１４）の反対側に配置された前面基板（１１６）であって、該前面電極（１１４）を
物理的に支持する前面基板（１１６）を提供するステップと、
　前記保護層（１１８）を該前面基板（１１６）に接着固定させるステップと
　をさらに備える、請求項１０に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エッジシールを有する電気光学表示素子に関する。本発明は、特に、カプセ
ル型電気泳動媒体を備える表示素子との使用を対象とするが、排他的に対象とするもので
はない。しかしながら、本発明は、種々の他の種類の電気光学媒体も利用可能であり、媒
体は、多くの場合、流体（液体または気体）を含有する内部空洞を有し得るが、固体外部
表面を有するという点において、固体である。したがって、用語「固体電気光学表示素子
」は、カプセル型電気泳動表示素子、カプセル型液晶表示素子、および後述される他の種
類の表示素子を含む。
【背景技術】
【０００２】
　電気光学表示素子は、電気光学材料層を備え、少なくとも１つの光学特性において異な
る第１および第２の表示状態を有し、材料に電場を印加することによって、第１から第２
の表示状態に変化する材料を示す、画像化技術における従来の意味において本明細書で使
用される用語である。光学特性は、典型的には、人間の目によって知覚可能な色であるが
、光の透過率、反射率、ルミネセンス、または機械読取を対象とした表示素子の場合は、
可視領域外の電磁波の反射率変化という意味における疑似色等の別の光学特性であっても
よい。
【０００３】
　用語「双安定」および「双安定性」は、少なくとも１つの光学特性において異なる第１
および第２の表示状態を有する表示要素を備え、任意の所与の要素が駆動され、有限持続
時間のアドレスパルスによって、第１または第２の表示状態のうちのいずれかを呈してか
ら、アドレスパルスが終了後、少なくとも数倍、例えば、表示要素の状態を変更するのに
必要とされるアドレスパルスの最小持続時間である少なくとも４倍、その状態が続くよう
な表示素子を示す、当技術分野における従来の意味において、本明細書では使用される。
グレースケールが可能ないくつかの粒子ベースの電気泳動表示素子は、極限のブラックお
よびホワイト状態だけではなく、その中間のグレー状態においても安定し、同じことは、
いくつかの他の種類の電気光学表示素子についても当てはまることが特許文献１に示され
ている。この種の表示素子は、厳密には、双安定よりも「多重安定」と呼ばれるが、便宜
上、用語「双安定」は、双安定と多重安定表示素子の両方を網羅するために本明細書では
使用され得る。
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【０００４】
　数種類の電気光学表示素子は、周知である。ある種類の電気光学表示素子は、例えば、
特許文献２～特許文献１０に記載のように、回転２色部材である（この種の表示素子は、
多くの場合、「回転２色ボール」表示素子と称されるが、前述のいくつかの特許では、回
転部材は球形ではないため、「回転２色部材」の方がより正確であり望ましい）。そのよ
うな表示素子は、異なる光学特性を備える２つ以上の断面と、内部双極子とを有する、多
数の小型の物体（典型的には、球形または円筒形）を使用する。これらの物体は、マトリ
クス内の液体充填液胞内に懸濁し、液胞は、物体が自由に回転するように、液体で充填さ
れる。表示素子の外観は、そこに電場を印加することによって変化し、それによって、物
体を種々の位置に回転させ、表示面を通して見える物体の断面を変化させる。この種の電
気光学媒体は、典型的には、双安定である。
【０００５】
　他の種類の電気光学表示素子は、エレクトロクロミック媒体、例えば、少なくとも部分
的に半導体金属酸化物から形成された電極と、電極に付着された可逆的な色の変化が可能
な複数の染料分子とを備える、ナノクロミック膜の形態のエレクトロクロミック媒体を使
用する。例えば、非特許文献１および非特許文献２を参照されたい。また、非特許文献３
も参照されたい。また、この種のナノクロミック膜は、例えば、特許文献１１～特許文献
１３に記載されている。この種の媒体も、典型的には、双安定である。
【０００６】
　他の種類の電気光学表示素子は、Ｐｈｉｌｉｐｓによって開発されたエレクトロウエッ
ティング表示素子であり、非特許文献４に記載されている。そのようなエレクトロウエッ
ティング表示素子を双安定にすることが可能であることが、２００４年１０月６日に出願
された同時係属出願第１０／７１１，８０２号（公開第２００５／０１５１７０９号）に
示されている。
【０００７】
　長年にわたり、熱心な研究および開発の課題となっている他の種類の電気光学表示素子
は、電場の影響下で複数の帯電粒子が流体中を移動する、粒子ベースの電気泳動表示素子
である。電気泳動表示素子は、液晶表示素子と比較して、良好な明るさおよびコントラス
ト、広い視野角、状態双安定性、ならびに低電力消費を特徴とすることがある。それにも
かかわらず、これらの表示素子の長期画質に関わる問題によって、その公汎な使用は妨げ
られてきた。例えば、電気泳動表示素子を構成する粒子は、沈降する傾向があり、これら
の表示素子にとって不適切な有効寿命がもたらされる。
【特許文献１】米国特許第７，１７０，６７０号明細書
【特許文献２】米国特許第５，８０８，７８３号明細書
【特許文献３】米国特許第５，７７７，７８２号明細書
【特許文献４】米国特許第５，７６０，７６１号明細書
【特許文献５】米国特許第６，０５４，０７１号明細書
【特許文献６】米国特許第６，０５５，０９１号明細書
【特許文献７】米国特許第６，０９７，５３１号明細書
【特許文献８】米国特許第６，１２８，１２４号明細書
【特許文献９】米国特許第６，１３７，４６７号明細書
【特許文献１０】米国特許第６，１４７，７９１号明細書
【特許文献１１】米国特許第６，３０１，０３８号明細書
【特許文献１２】米国特許第６，８７０，６５７号明細書
【特許文献１３】米国特許第６，９５０，２２０号明細書
【非特許文献１】Ｏ’Ｒｅｇａｎ，Ｂ．，ｅｔ　ａｌ，Ｎａｔｕｒｅ　１９９１，３５３
，７３７
【非特許文献２】Ｗｏｏｄ，Ｄ．，Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ，１８（３
），２４（Ｍａｒｃｈ　２００２）
【非特許文献３】Ｂａｃｈ，Ｕ．，ｅｔ　ａｌ．，Ａｄｖ．Ｍａｔｅｒ．，２００２，１
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【非特許文献４】Ｈａｙｅｓ，Ｒ．Ａ．，ｅｔ　ａｌ．，「Ｖｉｄｅｏ－Ｓｐｅｅｄ　Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｐａｐｅｒ　Ｂａｓｅｄ　ｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｗｅｔｔｉｎｇ」
，Ｎａｔｕｒｅ，４２５，３８３－３８５（２００３）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　前述のように、電気泳動媒体は、流体の存在を必要とする。従来技術によるほとんどの
電気泳動媒体では、この流体は液体であるが、電気泳動媒体は、ガス状流体を使用して生
成可能である。例えば、Ｋｉｔａｍｕｒａ，Ｔ．，ｅｔ　ａｌ，「Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ
　ｔｏｎｅｒ　ｍｏｖｅｍｅｎｔ　ｆｏｒ　ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｐａｐｅｒ－ｌｉｋ
ｅ　ｄｉｓｐｌａｙ」，ＩＤＷ　Ｊａｐａｎ，２００１，Ｐａｐｅｒ　ＨＣＳｌ－Ｉ、お
よびＹａｍａｇｕｃｈｉ，Ｙ．，ｅｔ　ａｌ．，「Ｔｏｎｅｒ　ｄｉｓｐｌａｙ　ｕｓｉ
ｎｇ　ｉｎｓｕｌａｔｉｖｅ　ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　ｃｈａｒｇｅｄ　ｔｒｉｂｏｅｌｅ
ｃｔｒｉｃａｌｌｙ」，ＩＤＷ　Ｊａｐａｎ，２００１，Ｐａｐｅｒ　ＡＭＤ４－４を参
照されたい。また、米国特許公開第２００５／０００１８１０号、欧州特許出願第１，４
６２，８４７号、第１，４８２，３５４号、第１，４８４，６３５号、第１，５００，９
７１号、第１，５０１，１９４号、第１，５３６，２７１号、第１，５４２，０６７号、
第１，５７７，７０２号、第１，５７７，７０３号、および第１，５９８，６９４号、な
らびに国際出願ＷＯ２００４／０９０６２６号、ＷＯ２００４／０７９４４２号、および
ＷＯ２００４／００１４９８も参照されたい。そのような沈降を可能にするような配向、
例えば、媒体が垂直面に配置される標示において媒体が使用される場合、そのような気体
ベースの電気泳動媒体は、液体ベースの電気泳動媒体と同様の粒子沈降による問題を受け
やすい可能性がある。実際、液体状のものと比較して粘度が低いガス状の懸濁流体は、電
気泳動粒子のより高速な沈降を可能にするため、粒子沈降は、液体ベースよりも気体ベー
スの電気泳動媒体においてより深刻な問題である可能性がある。
【０００９】
　Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（Ｍ
ＩＴ）およびＥ　Ｉｎｋ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎに譲渡された、またはその名義による
、カプセル型電気泳動媒体について記載された数多くの特許および出願が最近公開されて
いる。そのようなカプセル型媒体は、数多くの小型カプセルを備え、各カプセル自体は、
液体懸濁媒体中に懸濁された電気泳動的に移動可能な粒子を含有する分散相と、分散相を
取り囲むカプセル壁とを備える。典型的には、カプセルは、高分子バインダ内に保持され
、２つの電極間に位置付けられた封止層を形成する。この種のカプセル型媒体は、例えば
、以下に記載されている。
【００１０】
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【表１】

　前述の特許および出願の多くは、カプセル型電気泳動媒体内の離散マイクロカプセルを
取り囲む壁が、連続相によって置換され得、それによって、電気泳動媒体が電気泳動流体
の複数の離散液滴と高分子材料の連続相とを備える、いわゆる高分子分散電気泳動表示素
子を生成すること、さらに、離散カプセル薄膜が個々の液滴と結びついていなくても、そ
のような高分子分散電気泳動表示素子内の電気泳動流体の離散液滴は、カプセルまたはマ
イクロカプセルとしてみなされ得ることを認めている。例えば、前述の米国特許第６，８
６６，７６０号を参照されたい。したがって、本出願の目的のため、そのような高分子分
散電気泳動媒体は、カプセル型電気泳動媒体の亜種とみなされる。
【００１１】
　関連種の電気泳動表示素子は、いわゆる「マイクロセル電気泳動表示素子」である。マ
イクロセル電気泳動表示素子では、帯電粒子および流体は、マイクロカプセル内に封入さ
れず、代わりに、担体媒体、典型的には、高分子膜内に形成された複数の空洞内に保持さ
れる。例えば、米国特許第６，６７２，９２１号および第６，７８８，４４９号を参照さ
れたい（両方とも、Ｓｉｐｉｘ　Ｉｍａｇｉｎｇ，　Ｉｎｃ．に譲渡）。
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【００１２】
　また、他の種類の電気光学材料も、本発明では使用されてもよい。特に関心があるもの
として、双安定強誘電性液晶表示素子（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃ
ｒｙｓｔａｌ；ＦＬＣ）は、当技術分野において周知である。
【００１３】
　電気泳動媒体は、多くの場合、不透明（例えば、多くの電気泳動媒体では、粒子は、表
示素子を通過する可視光の透過を実質的に阻止するため）であり、反射モードで動作する
が、多くの電気泳動表示素子は、１つの表示状態が実質的に不透明であり、１つの表示状
態が光透過性である、いわゆる「シャッターモード」で動作するようになされることが可
能である。例えば、前述の米国特許第６，１３０，７７４号および第６，１７２，７９８
号、ならびに米国特許第５，８７２，５５２号、第６，１４４，３６１号、第６，２７１
，８２３号、第６，２２５，９７１号、および第６，１８４，８５６号を参照されたい。
電気泳動表示素子と類似するが、電場強度の変動に依存する誘電泳動表示素子も、類似モ
ードで動作可能である。米国特許第４，４１８，３４６号を参照されたい。また、他の種
類の電気光学表示素子も、シャッターモードで動作可能であってもよい。
【００１４】
　カプセル型電気泳動表示素子は、典型的には、従来の電気泳動装置の集塊化および沈降
による故障モードを被らず、さらに、様々な可撓性および剛性の基板上に表示素子を印刷
またはコーティングする能力等の利点を提供する。（「印刷」という用語の使用は、あら
ゆる形態の印刷およびコーティングを含むことが意図され、プレメーターコーティング、
例えばパッチダイコーティング、スロットまたは押し出しコーティング、スライドまたは
カスケードコーティング、カーテンコーティング等；ロールコーティング、例えばナイフ
オーバーロールコーティング、フォワード・リバースロールコーティング等；グラビアコ
ーティング；浸漬コーティング；スプレーコーティング；メニスカスコーティング；スピ
ンコーティング；ブラシコーティング；エアーナイフコーティング；シルクスクリーン印
刷プロセス；静電印刷プロセス；感熱印刷プロセス；インクジェット印刷プロセス；電気
泳動蒸着（米国特許公報第２００４／０２２６８２０号参照）；および他の同様な技術を
含むが、これらに限定されない。）したがって、結果として得られる表示素子は、可撓性
であり得る。さらに、表示素子媒体は、（種々の方法を使用して）印刷可能であるため、
表示素子自体を安価に作製可能である。
【００１５】
　電気光学表示素子は、通常、電気光学材料層と、電気光学材料の両側に配置された少な
くとも２つの他の層とを備え、これらの２つの層のうちの１つは、電極層である。そのよ
うな表示素子のほとんどにおいて、両層は、電極層であり、電極層の一方または両方は、
表示素子の画素を画定するようにパターン化される。例えば、一方の電極層は、細長い行
電極に、他方は、行電極に対して直交する細長い列電極にパターン化されてもよく、画素
は、行および列電極の交差点によって画定される。代替として、かつより一般的として、
一方の電極層は、単一連続式電極の形態を有し、他方の電極層は、画素電極のマトリクス
にパターン化され、それぞれ、表示素子の１画素を画定する。表示素子から離間するスタ
イラス、印字ヘッド、または類似可動電極との使用を意図した別の種類の電気光学表示素
子では、電気光学層に隣接する層のうちの１つのみ電極を備え、電気光学層の反対側の層
は、典型的には、可動電極が電気光学層に損傷を及ぼすことを防止することを意図した保
護層である。
【００１６】
　３層の電気光学表示素子の製造は、通常、少なくとも１つの積層操作を伴う。例えば、
前述のＭＩＴおよびＥ　Ｉｎｋの特許および出願のいくつかでは、バインダ内にカプセル
を含むカプセル型電気泳動媒体が、プラスチックフィルム上にインジウムスズ酸化物（Ｉ
ＴＯ）または類似の導電性コーティング（最終の表示素子の一方の電極として作用）を含
有する可撓性基板上にコーティングされ、カプセル／バインダコーティングは乾燥され、
基板に固着された電気泳動媒体の固結した層を形成する、カプセル型電気泳動表示素子を
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製造するためのプロセスが記載されている。別個に、画素電極のアレイと、画素電極を駆
動回路に接続するための伝導体の適切な配列と、を含むバックプレーンが調製される。最
終の表示素子を形成するため、その上にカプセル／バインダ層を有する基板は、積層接着
剤を使用して、バックプレーンに積層される。（酷似したプロセスを使用して、その上を
スタイラスまたは他の可動電極が摺動可能なプラスチックフィルム等の簡易保護層とバッ
クプレーンとを交換することによって、スタイラスまたは類似可動電極と使用可能な電気
泳動表示素子を調製することが可能である。）そのようなプロセスの好適な形態の１つで
は、バックプレーン自体が可撓性であり、プラスチックフィルムまたは他の可撓性基板上
に画素電極および伝導体を印刷することによって調製される。このプロセスによる表示素
子の大量生産のための明らかな積層技術は、積層接着剤を使用するロール積層である。類
似の製造技術も、他の種類の電気光学表示素子と使用可能である。例えば、マイクロセル
電気泳動媒体または回転２色部材媒体は、カプセル型電気泳動媒体と実質的に同一の方法
でバックプレーンに積層されてもよい。
【００１７】
　前述の米国特許第６，９８２，１７８号で論じられたように（第３段落６３行目から第
５段落４６行目参照）、電気泳動表示素子内で使用される構成要素、およびそのような表
示素子を製造するために使用される方法の多くは、液晶表示素子（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙ
ｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ；ＬＣＤ）内で使用される技術から派生する。例えば、電気泳
動表示素子は、トランジスタまたはダイオードのアレイと、画素電極の対応するアレイと
を備える能動マトリクスバックプレーン、および透過性基板上の「連続式」前面電極（複
数の画素上、典型的には、表示素子全体に延在する電極という意味において）を利用して
もよく、これらの構成要素は、本質的には、ＬＣＤ内のものと同一である。しかしながら
、ＬＣＤを組み立てるために使用される方法は、カプセル型電気泳動表示素子に使用する
ことは不可能である。ＬＣＤは、通常、別個のガラス基板上でバックプレーンおよび前面
電極を形成し、次いで、それらの間に小さな間隙を残して、これらの構成要素を共に接着
固定し、結果として生じたアセンブリを減圧下に載置し、液晶がバックプレーンと前面電
極との間の間隙を貫流するように、アセンブリを液晶浴中に浸漬することによって、組み
立てられる。最後に、定位置の液晶と共に、間隙を密封して、最終の表示素子が提供され
る。
【００１８】
　このＬＣＤ組立プロセスは、固体電気光学表示素子に容易に移行することはできない。
電気光学材料は固体であるため、これらの２つの完全体が互いに固定される前に、バック
プレーンと前面電極との間に存在しなければならない。さらに、いずれかに付着させずに
、前面電極とバックプレーンとの間に単純に載置される液晶材料とは対照的に、固体電気
光学媒体は、通常、両方に固定される必要がある。ほとんどの場合、固体電気光学媒体は
、回路を含むバックプレーン上に媒体を形成するよりも概して容易であるため、前面電極
上に形成され、次いで、前面電極／電気光学媒体の組み合わせが、典型的には、電気光学
媒体の表面全体を接着剤で覆い、熱、圧力、および恐らくは減圧下で積層することによっ
て、バックプレーンに積層される。したがって、固体電気泳動表示素子の最終積層のため
のほとんどの従来技術による方法は、本質的には、（典型的には）電気光学媒体、積層接
着剤、およびバックプレーンが、最終組立直前に共に接合されるバッチ方式であり、大量
生産により適した方法を提供することが望ましい。
【００１９】
　前述の米国特許第６，９８２，１７８号は、大量生産により適した固体電気光学表示素
子（カプセル型電気泳動表示素子を含む）を組み立てる方法を記載している。本質的には
、本特許は、順番に、光透過性導電層、導電層と電気接触する固体電気光学媒体の層、接
着層、および離型シートを備える、いわゆる「フロントプレーンラミネート」（Ｆｒｏｎ
ｔ　Ｐｌａｎｅ　Ｌａｍｉｎａｔｅ；「ＦＰＬ」）を記載している。典型的には、光透過
性導電層は、基板が、恒久的な変形なく、ドラム（例えば、直径１０インチ（２５４ｍｍ
））周囲に手動で巻着可能であるという意味において、好ましくは可撓性である光透過性
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基板上に担持されるであろう。用語「光透過性」は、そのように指定された層が十分な光
を透過し、該層を通して見ることによって、電気光学媒体（通常、導電層および隣接基板
（存在する場合）を通して見える）の表示状態の変化を観察者に観察させることが可能で
あることを意味するために本特許および本明細書では使用される。電気光学媒体が、非可
視波長における反射率の変化を表示する場合、用語「光透過性」は、当然ながら、関連非
可視波長の透過率を示すと解釈されたい。基板は、典型的には、高分子膜であり、通常、
約１乃至約２５ｍｉｌ（２５乃至６３４μｍ）、好ましくは約２乃至約１０ｍｉｌ（５１
乃至２５４μｍ）の範囲の厚さを有するであろう。導電層は、都合上、例えば、アルミニ
ウムまたはＩＴＯの薄い金属または金属酸化物層であり、あるいは導電性高分子であって
もよい。アルミニウムまたはＩＴＯでコーティングされたポリ（エチレンテレフタレート
）（ＰＥＴ）フィルムは、例えば、「アルミ蒸着Ｍｙｌａｒ」（「Ｍｙｌａｒ」は、登録
商標である）として、Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ＆Ｃｏｍｐａｎｙ
，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ　ＤＥから市販されており、そのような市販材料は、フロントプ
レーンラミネートにおける良好な結果を伴って使用され得る。
【００２０】
　また、前述の米国特許第６，９８２，１７８号は、フロントプレーンラミネートを表示
素子に組み込む前に、フロントプレーンラミネートにおける電気光学媒体を試験するため
の方法を記載している。この試験方法では、離型シートは、導電層を備え、電気光学媒体
の光学的状態を変化させるために十分な電圧が、この導電層と電気光学媒体の反対側の導
電層との間に印加される。次いで、電気光学媒体の観察によって、媒体内のいかなる欠陥
も明らかにし、それによって、単に欠陥のあるフロントプレーンラミネートだけではなく
、表示素子全体を廃棄することで結果として生じる費用を伴う、表示素子への欠陥のある
電気光学媒体の積層を回避する。
【００２１】
　また、前述の米国特許第６，９８２，１７８号は、離型シートを帯電させ、それによっ
て、電気光学媒体上に画像を形成することによって、フロントプレーンラミネート内の電
気光学媒体を試験するための第２の方法を記載している。次いで、この画像は、前述の同
じ方法で観察され、電気光学媒体内の欠陥を検出する。
【００２２】
　そのようなフロントプレーンラミネートを使用した電気光学表示素子の組立は、フロン
トプレーンラミネートから離型シートを除去し、接着層をバックプレーンに接着させるの
に有効な条件下で、接着層をバックプレーンと接触させ、それによって、接着層、電気光
学媒体の層、および導電層をバックプレーンに固定することによって達成されてもよい。
フロントプレーンラミネートは、典型的には、ロールコーティング技術を使用して、大量
生産され、特定のバックプレーンと使用するために必要な任意のサイズの断片に切断され
得るため、このプロセスは、大量生産に非常に適している。
【００２３】
　前述の第２００４／０１５５８５７号は、本質的には、前述の米国特許第６，９８２，
１７８号におけるフロントプレーンラミネートの簡略版である、いわゆる「二重離型シー
ト」を記載している。二重離型シートの一形態は、２つの接着層の間に挟着される固体電
気光学媒体の層を備え、接着層の一方または両方は、離型シートによって覆われる。二重
離型シートの別の形態は、２つの離型シートの間に挟着される固体電気光学媒体の層を備
える。二重離型フィルムの両形態は、前述のフロントプレーンラミネートから電気光学表
示素子を組み立てるためのプロセスに概して類似するプロセスにおける使用を意図するが
、２つの別個の積層を伴う。典型的には、第１の積層では、二重離型シートが前面電極に
積層され、前面サブアセンブリを形成し、次いで、第２の積層では、前面サブアセンブリ
がバックプレーンに積層され、最終の表示素子を形成するが、これらの２つの積層の順番
は、所望に応じて、逆にすることが可能である。
【００２４】
　前述の同時係属出願第１１／５５０，１１４号は、前述の米国特許第６，９８２，１７
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８号に記載のフロントプレーンラミネートの変形例である、いわゆる「反転フロントプレ
ーンラミネート」を記載している。この反転フロントプレーンラミネートは、順番に、光
透過性保護層および光透過性導電層のうちの少なくとも１つ、接着層、固体電気光学媒体
の層、および離型シートを備える。この反転フロントプレーンラミネートを使用して、電
気光学層と前面電極または前面基板との間の積層接着剤の層を有する電気光学表示素子を
形成する。第２の、典型的には、接着剤の薄層は、電気光学層とバックプレーンとの間に
存在しても、または存在しなくてもよい。そのような電気光学表示素子は、良好な分解能
と良好な低温性能を組み合わせることが可能である。
【００２５】
　また、前述の米国特許第６，９８２，１７８号は、いくつかの電気光学媒体は、湿度お
よび紫外線放射に対し敏感であり、ほとんどのそのような媒体は、物理的損傷を被りやす
いため、環境汚染物から電気光学媒体を保護することの重要性を記載している。この特許
は、図１０において、フロントプレーンラミネートがバックプレーンに付着される同一積
層操作において、保護膜がフロントプレーンラミネート上に積層されるプロセスを記載す
る。そのような保護膜は、湿気、他の液体、およびいくつかの気体の侵入から電気光学媒
体を保護することが可能である。しかしながら、そのような保護膜を備えていても、電気
光学媒体の縁は、依然として環境に曝されており、本特許は、表示素子の外縁周囲の湿気
および他の汚染物の侵入を防ぐ役割を果たす、表示素子にエッジシールを含めることが望
ましいことを教示する。種々の種類のエッジシールは、この特許の図１１～１７に示され
る。このエッジシールは、ＦＰＬの縁上に付着された金属化薄片または他のバリア薄片、
施された封止材（熱、化学、および／または放射硬化）、ポリイソブチレンまたはアクリ
レートベースの封止材等から成ることが可能である。ハイブリッド放射および熱硬化封止
材（すなわち、ＵＶ硬化型熱ポストベーク）は、表示素子システム性能に対し特定の利点
を提供することが見いだされている。Ｔｈｒｅｅｂｏｎｄ３０Ｙ－４９１材料（Ｔｈｒｅ
ｅｂｏｎｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，ＯＨ）は、その好ましい
水蒸気バリア性、高温時の低粘性、エッジシール材料の容易な分注、良好な湿潤特性、お
よび管理可能な硬化特性のため、特に好適である。当業者および改良型封止材に精通した
者であれば、匹敵する性能を提供する他の封止材を識別可能であるだろう。
【００２６】
　前述の米国特許第６，９８２，１７８号の図２０は、前面保護層とエッジシールとを有
する電気光学表示素子の好適な形態を示す。この好適な表示素子は、液晶表示素子と使用
されるバックプレーンに概して類似し、画素電極のマトリクスと画素電極に印加される電
圧を個々に制御するための付随する薄膜トランジスタおよび伝導体とを有する、薄膜トラ
ンジスタ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ；ＴＦＴ）バックプレーンを備え
る。テープ接続パッケージが、バックプレーンの外周部に接続され、駆動集積回路（表示
素子の動作を制御する）を備える。また、テープ接続パッケージは、表示素子の動作を制
御するためのさらなる回路を含むプリント基板にも接続される。
【００２７】
　バックプレーンの上表面（前述の図２０に示されるように）上には、積層接着剤の層、
電気光学媒体の層、前面電極、および前面基板が配置される。前面電極および前面基板は
、両方とも、都合上、インジウムスズ酸化物コーティング高分子膜から形成され、そのよ
うなコーティング膜は、市販のものから容易に利用可能である。積層接着層、電気光学層
、前面電極、および前面基板は、バックプレーンに積層された前面積層からすべて派生す
る。前面電極および前面基板の一部は、電気光学層を越えて延在し、前面電極および前面
基板の拡張部分において、銀インクから形成された導電性ビアが、前面電極をバックプレ
ーン上に提供された回路に電気的に接続する一方、接着層が、前面電極の拡張部分をバッ
クプレーンに固定する。
【００２８】
　前面基板上には、光学的に透明な接着剤の第１の層、バリア膜、光学的に透明な接着剤
の第２の層、さらに、防幻コーティングを備えたその露出表面上に提供される比較的厚い
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保護膜が、連続して配置される。保護膜は、紫外線放射が電気光学層に達するのを阻止し
、また、この層に達する大気中の湿気または他の汚染物も防ぐ作用をする。
【００２９】
　電気光学層の周囲の完全な封止を形成するために、バリア膜、光学的に透明な接着剤の
第２の層、および保護膜はすべて、これらの層が、前面基板の外縁に延在または「張り出
す」外周部を有するように、両寸法において前面基板よりも大きく作製される。電気光学
層の封止を完成するために、硬化可能エッジシール材料が、典型的には、針型のディスペ
ンサを介して、張り出し領域に注入され、硬化し、電気光学層を完全に取り囲むエッジシ
ールを形成する。
【００３０】
　この種のエッジシールは、電気光学媒体への湿気および他の環境汚染物の侵入の防止に
効果的である。しかしながら、カプセル型電気泳動および他の電気光学媒体、例えば、回
転２色部材およびマイクロセル媒体の利点の１つは、可撓性表示素子内で使用されるため
に十分に可撓性があることである。前述の種類のエッジシールおよび類似エッジシールは
、エッジシール自体が表示素子に硬さを付与するため、可撓性表示素子における使用に好
適ではない。
【課題を解決するための手段】
【００３１】
　したがって、可撓性電気光学表示素子内で使用可能なエッジシールの必要性があり、本
発明は、そのようなエッジシールを提供することを企図する。
【００３２】
　本発明は、
　バックプレーンと、
　バックプレーンに隣接して配置された電気光学材料層であって、電気光学材料層の縁を
越えて延在するバックプレーンの外周部を残すように、両寸法においてバックプレーンよ
りも小さい、電気光学材料層と、
　バックプレーンからは電気光学材料層の反対側に配列された保護層と
　を備え、保護層の外周部は、電気光学材料層の縁を越えて延在し、バックプレーンの外
周部に接着固定される、電気光学表示素子を提供する。
【００３３】
　本発明のこの表示素子では、バックプレーンおよび保護層の一方または両方は、可撓性
高分子膜から形成されてもよい。バックプレーンは、例えば、高分子膜上に印刷される有
機トランジスタを備えてもよい。バックプレーンは、電気光学材料層に隣接するバリアコ
ーティングを備えてもよく、バリアコーティングは、４０℃で約０．０５ｇ／ｍ２／日を
超えない水蒸気透過率を有する。保護層をバックプレーンに固定するために使用される接
着剤は、４０℃で約５０ｇ／ｍ２／日を超えない水蒸気透過率を有してもよい。保護層を
バックプレーンに固定するために使用される接着剤は、約２５μｍ以下の厚さ、およびバ
ックプレーンの平面と平行な、少なくとも約１ｍｍの幅を有してもよい。
【００３４】
　本発明の電気光学表示素子は、バックプレーンから電気光学材料層の反対側に配置され
た光透過性前面電極と、電気光学材料層からは前面電極の反対側に配置された前面基板と
をさらに備えてもよく、前面基板は、前面電極を物理的に支持し、保護層は、前面基板に
接着固定される。
【００３５】
　本発明の電気光学表示素子は、前述の任意の種類の電気光学材料を利用してもよい。し
たがって、例えば、電気光学材料は、回転２色部材またはエレクトロクロミック材料を備
えてもよい。代替として、電気光学材料は、流体内に配置され、電場の影響下、流体中を
移動可能な複数の帯電した粒子を含む、電気泳動材料を備えてもよい。帯電した粒子およ
び流体は、複数のカプセルまたはマイクロセル内に閉じ込められてもよい。代替として、
電気泳動材料は、高分子材料を含む連続相によって取り囲まれる複数の離散液滴として存
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在する帯電した粒子と流体とを備える、高分子分散型であってもよい。電気泳動材料内で
使用される流体は、液体またはガス状であってもよい。
【００３６】
　本発明の表示素子は、従来技術による電気光学表示素子が使用されている任意の用途に
おいて使用されてもよい。したがって、例えば、本表示素子は、電子ブックリーダ、ポー
タブル・コンピュータ、タブレット・コンピュータ、携帯電話、スマートカード、標示、
時計、棚ラベル、およびフラッシュドライブ内で使用してもよい。
【００３７】
　また、本発明は、
　電気光学材料層を提供するステップと、
　電気光学材料層に隣接するバックプレーンを配置するステップであって、バックプレー
ンは、電気光学材料層の縁を越えて延在するバックプレーンの外周部を残すように、電気
光学材料層よりも大きい、ステップと、
　バックプレーンからは電気光学媒体材料の層の反対側に、電気光学媒体材料の層に隣接
する保護層を配置するステップであって、保護層は、電気光学材料層の縁を越えて延在す
る保護層の外周部を残すように、電気光学材料層よりも大きい、ステップと、
　保護層の外周部をバックプレーンの外周部に接着固定し、それによって、表示素子を封
止するステップとを備える、電気光学表示素子を封止するための方法を提供する。
【００３８】
　添付の図面の唯一の図は、本発明の封止された電気光学表示素子の概略断面である。本
図は、概略であって、正確な縮尺ではない。特に、図示の便宜上、図面内の種々の層の厚
さは、その実際の厚さに対応していない。また、種々の層の厚さは、その幅寸法に対し大
幅に誇張されている。
【００３９】
　前述のように、本発明は、封止された電気光学表示素子を提供する。表示素子は、バッ
クプレーンと保護層との間に挟着された電気光学材料層を備える。バックプレーンと保護
層の両方が、電気光学材料の縁（外周）を越えて延在する外周部を有するように、バック
プレーンと保護層の両方とも、電気光学材料層よりも大きく作製される。バックプレーン
および保護層の外周部は、互いに接着固定され、それによって、外環境から電気光学材料
層を封止する。
【００４０】
　当然ながら、望ましくない汚染物を電気光学材料内に拡散させないように、バックプレ
ーンを保護層に固定するために使用される接着材料を選択することが必要である。特に、
いくつかの種類の電気光学材料は、水の存在に対し敏感であるため、使用される接着材料
（およびバックプレーンおよび保護層を形成するために使用される材料）は、低水蒸気透
過率を有するべきである。しかしながら、添付の図面に図示され、後述されるように、本
発明は、本発明の表示素子における接着材料に対する要求が、他の表示素子構成において
使用される封止材料に対する要求（封止材料は、かなり厚くおよび／または幅がかなり小
さい必要があり得る）よりも厳密ではなくなるように、使用される接着材料を、厚さが薄
く（電気光学材料層の平面に対し直角に測定）、かなりの幅（この平面で測定）を有する
層の形態で使用されることを可能とする。
【００４１】
　図面を参照して以下に詳述されるように、本発明は、可撓性表示素子との使用に特に適
しており、バックプレーンと保護層の両方は、例えば、高分子膜等の可撓性材料から形成
される。そのような表示素子では、バックプレーンは、例えば、高分子膜上に形成される
有機トランジスタを備え得る。本表示素子は、いくつかの従来技術による表示素子におい
て見られる厚く、硬質の封止部材の種類を必要とせず、バックプレーンおよび保護層が十
分な可撓性を有するならば、互いに接着されるバックプレーンおよび保護層の外周部は、
可撓性を有したままであることが可能である。しかしながら、我々は、本発明が、硬質ま
たは半硬質の表示素子においても使用可能であるという可能性を排除しない。
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【００４２】
　本発明の表示素子における電極配列は、前述のＥ　ＩｎｋおよびＭＩＴの特許および出
願に記載されている任意の種類であることが可能である。したがって、例えば、表示素子
は、直接駆動型であってもよく、バックプレーンは、複数の電極を備え、それぞれ、制御
装置によって特定の電極に印加される電圧を制御可能な別個のコネクタを備える。そのよ
うな直接駆動表示素子では、単一連続式前面電極は、通常、表示素子全体を覆うように提
供されるが、他の前面電極配列も可能である。使用される種類の電気光学材料の種類に応
じて、（典型的には）バックプレーンには、複数の細長い並列電極（「列電極」）を担持
し、電気光学材料の反対側には、列電極と直交する複数の細長い並列電極（「行電極」）
が提供され、１つの特定の列電極と１つの特定の行電極との間の重複によって表示素子の
１画素を画定する、受動マトリクス駆動配列を使用することが可能であってもよい。また
、本表示素子は、能動マトリクス型であってもよく、典型的には、表示素子の全体を覆う
単一連続式前面電極と、バックプレーン上の画素電極のマトリクスとを備え、各画素電極
は、表示素子の１画素を画定し、付随するトランジスタまたは他の非線形要素を有し、能
動マトリクス表示素子は、従来の方法で走査され、表示素子を行単位で書き込む。最後に
、本表示素子は、（典型的には）バックプレーン上に単一電極を備え、恒久的前面電極は
なく、表示素子の書き込みは、表示素子の前面表面上でスタイラスを移動させることによ
って達成される、スタイラス駆動型であってもよい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４３】
　次に、表示素子（概して、１００として示される）の概略切断面を示す添付の図面の唯
一の図を参照して、本発明の表示素子の好適な実施形態が説明されるが、単に例示を目的
とするものである。
【００４４】
　表示素子１００は、それ自体が、前面および背面のバリアコーティング、１０６および
１０８のそれぞれを保持する高分子基板１０４を含む、バックプレーン（概して、１０２
として示される）を備える。バリアコーティング１０６および１０８は、望ましくは、４
０℃で約０．０５ｇ／ｍ２／日を超えない水蒸気透過率をバックプレーンに提供する、有
機または無機のバリア材料から形成されてもよい。使用される特定のバリア材料および電
気光学材料に応じて、バリアコーティング１０６および１０８のうちの１つを排除するこ
とが可能であり得る。バリアコーティング１０６と１０８の両方が存在する場合、望まし
くは、２つのバリア層の間の熱膨張係数（Ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ　ｏｆ　Ｔｈｅｒｍａ
ｌ　Ｅｘｐａｎｓｉｏｎ；ＣＴＥ）の不整合によるバックプレーン上の応力を最小限にす
るために、同一材料および同一厚から形成される。そのようなＣＴＥの不整合は、可撓性
バックプレーンの湾曲または他の歪曲を生じさせ得る。
【００４５】
　バックプレーン１０２は、概略的に１１０において示される電極層を担持し、この電極
層は、１つ以上の電極を備える。前述のように、電極層１１０は、任意の公知の種類であ
ってもよく、例えば、付随する伝導体をそれぞれ備える複数の離散電極を含む直接駆動電
極層、複数の細長い並列電極を含む受動マトリクス電極層、あるいはそれぞれが付随する
薄膜トランジスタまたは他の非線形素子を有する二次元マトリクスの画素電極を含む能動
マトリクス電極層を備えてもよい。バックプレーン１０２は、バックプレーンの外周部が
、電極層の外周全体において、電極層１１０の縁を越えて外側に延在するように、両寸法
において電極層１１０よりも大きい。
【００４６】
　表示素子１００は、バックプレーン１０２からは電極層１１０の反対側に配置される電
気光学材料層１１２（カプセル型電気泳動材料として示されるが、当然ながら、他の種類
の電気光学材料も使用可能）と、電極層１１０からは電気光学層１１２の反対側に配置さ
れる前面電極１１４と、前面電極１１４と隣接して存在し、それを物理的に支持する前面
基板１１６とをさらに備える。前述のように、前面電極１１４および前面基板１１６は、
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都合上、高分子膜上にインジウムスズ酸化物（または、類似透明導電）層から形成され、
そのようなコーティング膜は、市販されている。前面基板１１６は、望ましくは、バック
プレーン１０２と実質的に同一材料および厚さであって、可撓性表示素子の歪曲を生じ得
るＣＴＥの不整合を回避するが、通常、前面基板１１６にバリア層を提供する必要はない
。
【００４７】
　薄い共形の保護層またはバリア膜１１８が、前面基板１１６の露出表面を覆う。バリア
膜１１８は、バリア膜１１８の外周部が、前面基板１１６および電気光学層１１２の外周
全体において、この基板および層の縁を一定の距離だけ越えて延在するように、両寸法に
おいて、前面基板１１６および電気光学層１１２よりも大きい。１２０において示される
ように、バリア膜１１８の外周部は、電気光学層１１２が、バックプレーン１０２とバリ
ア膜１１８との間で完全に封止されるように、バックプレーン１０２の外周部に接着固定
される。使用される接着剤は、望ましくは、可撓性であり、５０ｇ／ｍ２／日未満の水蒸
気透過率を有する。バリア膜とバックプレーンとの間の接着層の厚さは、望ましくは、約
２５μｍ以下であり、接着層の幅（バックプレーンの平面に対し平行に測定）は、望まし
くは、約１乃至約９ｍｍであり、場合によっては、約１乃至約３ｍｍの幅で十分であるだ
ろう。
【００４８】
　表示素子の最適表示を確保するために（当然ながら、バリア膜１１８を通して見える、
つまり、図面に示されるように、下方に）、バリア膜１１８は、前面基板１１６に接着さ
れるべきであり、図面に示される好適な実施形態では、これは、光学的に透明な接着剤（
図示せず）の薄い膜（５０μｍ未満）によって達成される。
【００４９】
　いくつかの方法を使用して、表示素子１００を生成し得る。電気光学材料は、都合上、
第１の離型シートと、積層接着剤の第１の層と、前面基板１１６と、前面電極１１４と、
電気光学層１１２と、積層接着剤の第２の層と、第２の離型シートとを備える、二重離型
フィルムの形態で供給される。第２の離型シートが初めに除去され、二重離型フィルムの
残りの層がバックプレーン１０２に積層される。（図面は、電極層１１０と電気光学層１
１２との間の積層接着層を示していないが、そのような積層接着層は、通常、存在する。
）第１の離型シートは、結果として生じたサブアセンブリから除去され、バリア膜１１８
が、積層接着剤の第１の層を介して、前面基板１１６に積層される。最後に、バリア膜１
１８およびバックプレーン１０２の外周部が、共に接着固定される。このステップを行う
ための方法は、後述する。
【００５０】
　代替方法では、電気光学層は、未処理フロントプレーンラミネートの一部、すなわち、
第１の離型シートおよび第１の積層接着層を欠いたものとして供給される。フロントプレ
ーンラミネートは、前述のようにバックプレーンに積層され、接着剤が、前面基板の露出
表面に付与され、バリア膜は、この接着剤を介して、前面基板に積層される。さらなる変
形例では、接着剤は、前面基板ではなくバリア膜に付与されてもよい。
【００５１】
　バリア膜とバックプレーンとの間の１２０における「エッジシール」は、バリア膜に付
与する前に、適切な接着剤をバックプレーンに付与することによって形成されてもよい。
代替として、当然ながら、接着剤は、バリア膜上に載置され得る。バックプレーンおよび
前面基板へのバリア膜の積層は、同時または順に達成されてもよく、後者の場合、いずれ
の順番で達成されてもよい。エッジシールを形成するために使用される接着剤は、感圧接
着剤、熱または放射硬化式接着剤、または二液型硬化式接着剤（例えば、エポキシ系接着
剤）であってもよい。エッジシール形成後、接着剤の任意の必要な硬化が達成され得る。
【００５２】
　前面基板のシールとバックプレーンのエッジシールの両方のための接着剤がバリア膜上
に提供される場合、バリア膜上に接着剤の単一層を提供し、接着剤のこの単一層を使用し
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て、両シールを形成することが可能であり得る。
【００５３】
　多くの変更または修正が、本発明の範囲から逸脱することなく、前述の本発明の好適な
実施形態において成され得る。したがって、前述の記載は、説明目的であって、限定目的
はないものと解釈される。
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